
１．内閣総理大臣表彰 　　５件

（1） 個人（３件） (敬称略）

氏名 住所 職業・役職 主な活動実績

池本
いけもと

　誠司
せいじ

埼玉県さいたま市

弁護士
内閣府消費者委員会委員
産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小
委員会委員
元消費者庁参与
元日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員
長

・独立行政法人国民生活センター紛争解決委員会発足の当初から委員として、10年以上にわたり数多くの事案について積
極的に和解の仲介に努め、紛争解決に尽力。
・独立行政法人国民生活センター客員講師として、長きにわたり同センターが主催する研修事業において消費生活相談員
や消費者行政部門職員等に対する講座を担当。

賀藤
か と う

　均
ひとし

東京都世田谷区
国立研究開発法人国立成育医療研究センター病
院長
NPO法人Safe Kids Japan副理事長

・国立成育医療研究センターは、子供の傷害予防のため、消費者庁と独立行政法人国民生活センターの共同事業である
医療機関ネットワーク事業に参画し、事業発足当初から傷害情報の収集提供に尽力。
・NPO法人Safe Kids Japan副理事長として、子供の傷害予防に関する様々な活動に貢献。

丹野
た ん の

　美絵子
み え こ

埼玉県さいたま市
個人情報保護委員会委員
元独立行政法人国民生活センター理事
元公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長

・東京都消費生活総合センター相談員として在職中、金融分野においてリーダーシップを発揮し、「消費生活センター相談
員のための証券取引の基本」等の冊子を作成。
・個人情報保護委員会の委員を務め、個人情報の適正かつ効果的な活用による新たな産業の創出と消費者の権利・利益
の保護を両立する個人情報保護の制度構築に寄与。

（2） 団体（２件）

住所 主な活動実績

愛知県名古屋市

・「なごや文化のみち ミツバチプロジェクト」を立ち上げ、都市型養蜂を行い、自家製蜂蜜を核に地域の活性化と持続可能な
社会づくりを推進｡
・高校生ならではの発想による企画等を通して、フェアトレードやエシカル消費への関心の向上だけでなく、世代や属性を超
えた人的つながりを構築。

京都府京都市
・適格消費者団体として積極的に差止請求訴訟を提起するとともに、事業者に対する不当な契約条項の改訂等の申入れ
活動を実施し、消費者被害の拡大防止に貢献｡
・行政機関や消費者団体と連携し、シンポジウムを開催するなど消費者保護制度の普及・啓発にも尽力。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

                                                          令和元年度　消費者支援功労者表彰　被表彰者等一覧                                              　

名称

愛知県立
あ い ち け ん り つ

愛知
あ い ち

商業
しょうぎょう

高等
こ う と う

学校
が っ こ う

特定
と く て い

非営利
ひ え い り

活動
か つ ど う

法人
ほ う じ ん

京都
き ょ う と

消費者
し ょ う ひ し ゃ

契約
け い や く

ネットワーク



２．内閣府特命担当大臣表彰　　14件
（1） 個人（10件） (敬称略）

氏名 住所 職業・役職 主な活動実績

石田
い し だ

　幸枝
ゆ き え

千葉県船橋市
船橋市消費生活相談アドバイザー
千葉県消費者行政審議会委員

・25年にわたり、船橋市消費生活相談員として相談業務に従事し、その後は船橋市の相談員アドバイザーとして後輩の育成に貢献。
・10年以上、千葉県消費者行政審議会の委員として、消費生活の安定と向上に関する施策の策定と実施に関する重要事項の調査・
審議を行うなど、千葉県の消費者行政の推進に尽力。

尾畑
おばた

　納
のり

子
こ

富山県富山市
富山国際大学現代社会学部長教授
富山県消費者協会会長

・富山女子短期大学（現富山短期大学）で勤務していた時代に消費者教育の重要性を認識し、大学の授業を中心に若者への消費者
教育に尽力。
・富山県消費生活審議会の委員として消費者の立場から提言し、富山県消費者教育推進計画の策定に貢献するなど、富山県の消
費者行政の推進に尽力。

加地
か じ

　芳子
よ し こ

大阪府大阪市 京都教育大学名誉教授
・日本消費者教育学会において、平成10年から理事を、平成16年から平成24年まで副会長を務め、長期にわたり学会の向上と発展
のため学会運営の重責を担った。
・学校教育における教材の開発や教員指導にも取り組むなど、消費者教育推進に貢献。

蟹
か に

瀬
せ

　令子
れ い こ

東京都港区

レナ・ジャポン・インスティチュート株式会社代表取締役
東京急行電鉄株式会社取締役
株式会社ケイ・アソシエイツ代表取締役
昭和女子大学グローバルビジネス学部ビジネスデザイン学
科客員教授
日本ショッピングセンター協会理事、情報委員会委員長
内閣府消費者委員会公共料金等専門調査会元委員
内閣府消費者委員会委員、日本小売業協会生活者委員会
委員
元日本ヒーブ協議会会長

・ヒーブ協議会第14期会長として、働く女性たちの視点でより良い消費環境の作り方や社会貢献を企業や社会に提案。
・内閣府消費者委員会委員として公共料金等専門調査会及びオンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関する専門調査会
を担当。

河野
か わ の

　さかゑ 兵庫県淡路市

兵庫県消費者団体連絡協議会副会長
淡路消費者団体連絡協議会会長
淡路市消費者協会会長
淡路市婦人会副会長
淡路市いずみ会会長
「環境立島淡路」島民会議会長
淡路市社会福祉協議会理事

・全国的にも珍しかった廃油回収事業に中核的立場で取り組んだほか、消費者講座を開催するなど、地域における環境保護や消費
者保護の活動に尽力。
・兵庫県消費者団体連絡協議会として「ひょうご消費者教育応援協定」を高校等と締結し、毎年、地元の協定締結校の学園祭で啓発
活動等を実施。

髙濱
たかはま

　登志子
としこ

熊本県熊本市
NPO法人熊本クレ・サラ被害をなくす会会長
熊本多重債務協議会（熊対協）幹事
熊本県多重債務者対策協議会委員

・クレジット会社等による過酷な取立て等から多重債務者を救済する活動に取り組み、多重債務問題の解決に大きく貢献。
・多重債務者の原因の一つである依存症の問題を取り上げ、関係機関が連携して取り組むことの重要性を提唱し、依存症者に対す
る支援を行っている。

橋口
は し ぐ ち

　京子
き ょ う こ

千葉県木更津市 木更津市消費生活センター消費生活相談員
・消費生活相談員の立場からSDGsの行政の施策への導入を発議し、持続可能な社会の実現に向けて広く市民に発信することを提
言した。
・市民へSDGs浸透させるため、講演会の開催や教材の作成など様々な啓発及び教育活動を行った。

花井
は な い

　泰子
や す こ

岐阜県岐阜市

岐阜市消費生活センター消費生活相談員
消費者庁情報検討ネットワーク構成員
NPO法人消費者被害防止ネットワーク東海理事
岐阜県消費生活安定審議会委員

・平成11年から現在まで消費生活相談員として岐阜市消費生活センターに勤務し、市民の消費者被害の救済に尽力。
・中学校の家庭科教員と共に指導案を作成し、授業を実施しながら、その指導案を中学校に配布し、家庭科における消費者教育に
尽力。

原
は ら

　彰宏
あ き ひ ろ

熊本県熊本市

弁護士
熊本県弁護士会消費者問題対策委員会委員長
熊本県消費生活審議会委員
熊本県消費者教育推進地域協議会副会長
熊本県多重債務者対策協議会委員
NPO法人消費者支援ネットくまもと理事

・熊本県弁護士会消費者問題対策委員会委員長として、熊本県の消費者問題解決のための中心的役割を担い、消費者利益の擁護
及び増進に尽力。
・NPO法人消費者支援ネットくまもとの理事として、差止請求訴訟の提起等に関わるなど、消費者被害の防止や救済に尽力。

眞鍋
ま な べ

　知子
と も こ

石川県金沢市
金沢大学人間社会研究域人間科学系教授
石川県消費生活審議会委員

・石川県消費生活審議会委員として、地域社会学を専門とする大学教授の立場から、消費生活上の課題を把握し、行政に対する提
言を行った。
・石川県教育委員会委員を務め、学校現場における消費者教育の推進に大きく貢献。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。



（2） 団体（４件） (敬称略）

住所 主な活動実績

香川県高松市
・高齢者など社会的弱者への消費者被害を未然に防ぐための地域サポート隊として、情報提供を行うとともに、相談窓口の紹介や消
費生活センターにつなぐ活動を実施｡
・活動は、研修会の開催、調査､広報など多岐にわたり、平成21年度から29年度まで様々なシンポジウムや講習会を実施。

大阪府堺市
・食の安全や食育、「たべるたいせつ」をテーマとした「コープ・ラボ　たべる*たいせつミュージアム」を開設し､食に関わる展示やワー
クショップを通して食育活動を展開｡
・大阪府立大学公開講座「消費者力育成セミナー」の企画・広報に協力し、消費者教育を推進｡

岩手県盛岡市
・長年にわたり、お金、家庭等の複合的な課題を抱えた消費者に対する相談支援を実施。
・弁護士、司法書士の無料法律相談会や、複数の専門相談機関が一堂に会するワンストップ相談会など、様々な各種専門機関との
ネットワークを構築することで地域におけるセーフティーネットの役割を担う。

新潟県新潟市
・新潟県消費者協会として発足、以来50年間各地域の17団体をまとめ、平成19年３月には「NPO法人新潟県消費者協会」を設立｡
・「新潟県消費者協会設立50周年記念事業」を実施し、平成16年から「消費生活サポーター養成講座」を各地で実施。

（備考）　記載内容は原則として推薦時点のものである。

特定
と く て い

非営利
ひ え い り

活動
か つ ど う

法人
ほ う じ ん

新潟県
に い が た け ん

消費者
し ょ う ひ し ゃ

協会
きょうかい

消費者
し ょ う ひ し ゃ

信用
し ん よ う

生活
せ い か つ

協同
き ょ うどう

組合
く み あ い

名称

大阪
お お さ か

いずみ市民
し み ん

生活
せ い か つ

協同
き ょ うどう

組合
く み あ い

一般
いっぱん

社団
しゃだん

法人
ほうじん

香川県
かがわけん

婦人
ふじん

団体
だんたい

連絡
れんらく

協議会
きょうぎかい

香川県
かがわけん

くらしの見守
みまも

り隊
たい


